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有機農産物の日本農林規格の一部改正案に対して寄せられた意見の概要及び意見に

対する考え方について 

 

  お寄せいただいた御意見の概要とそれに対する当省の考え方は、下表のとおりです。 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 

4 有機農産物の生産の原則 

有機農産物の生産の原則は削除す

べきでない。 

１ 現行の有機農産物のＪＡＳ第２条の有機

農産物の生産の原則は、削除せず、改正案

の箇条４に規定しています。 

5.1 ほ場、5.2 栽培場 

みどりの食料システム戦略の目標

として定められた有機農業の取組み

面積の拡大を図るために、経済性を

考慮し、転換期間の条件を緩和すべ

き。当該転換期間は、現状２年のと

ころ、１年（１作）で十分と考える

。 

１ 有機ＪＡＳは、国際的な基準であるコー

デックスガイドラインに準拠しており、米

国、ＥＵ等と有機同等性の相互承認を行っ

ています。 

これら同等国においても、コーデックス

ガイドラインに準拠し有機農産物のＪＡＳ

と同等の転換期間が定められていることか

ら、国際的な整合性を担保し有機食品の輸

出に資する観点から、基準を緩和すること

は適当ではないと考えています。 

5.4 ほ場に使用する種子又は苗等 

放射線照射は、収穫，輸送，選別

，調製，洗浄，貯蔵，包装その他の

収穫以後の工程（5.13）において禁

止されているが、種子又は苗等に対

しても禁止されているのか。されて

いない場合には禁止すべき。 

１ 種子又は苗等に対する放射線照射につい

ては、米国、ＥＵ等の有機基準と同様、そ

の禁止について規定していません。 

 なお、放射線照射より育種された品種由

来の種苗の使用については、コーデックス

ガイドラインにおいても、同ガイドライン

に準拠したＥＵ，米国の有機基準において

も禁止されていないものと承知しており、

有機ＪＡＳにおいても同様の扱いとしてい

ます。 

附属書 

有機ＪＡＳとして使用可能な農薬

、調整用資材の幅が広がることは、

選択の幅が広がり、安定生産につな

がると考える。 

１ 農薬等の資材については、事業者のご要

望を踏まえ、コーデックスガイドラインの

資材追加の要件に適合するものを追加する

こととしています。 

なお、コーデックスガイドラインに準拠



し、農薬等の資材についてはやむを得ない

場合に限り使用できることとしています。 

資材の製造工程において化学的プ

ロセスを経た原料、遺伝子組換え作

物不分別の原料のコンタミネーショ

ンが一切認められていないのは厳し

すぎる。 

２ 有機農産物のＪＡＳ資材評価手順書にお

いて示しているとおり、資材の適合性評価

においては、一般的な品質管理を行ったう

えで生じた化学的に合成された物質及び組

換えＤＮＡ技術が用いられた資材のコンタ

ミネーションは問いません。 

資材として使用する醸造酢につい

て、原料が遺伝子組換えかどうかに

ついては、一段階前までのプロセス

までは追求しなくてよいこととすべ

き。 

こういった対応をしないと、資材

の調達先が限定され、生産コストが

高くなり、有機農業の普及を阻む要

因になる。 

１ 有機ＪＡＳの基準においては、コーデッ

クスガイドラインの生産の原則に従い、組

換えＤＮＡ技術が用いられた資材の使用を

禁止しており、資材の原材料に組換えＤＮ

Ａ技術が使用されているかどうかの確認は

、プロセスの段階に限らず行うことが必要

です。 

なお、農林水産省では、資材評価に係る

事業者の負担を軽減するため、資材評価手

順書をわかりやすく改訂するとともに、登

録認証機関が適合と判断した資材リストに

ついて農林水産省のホームページに一元的

に公表しています。 

有機農産物の原則に鑑み、天然素

材であっても土壌そのものの力を削

ぐような肥料、農薬には更に厳しい

制限をかけるべき。 

１  有機農産物のＪＡＳは、コーデックスガ

イドラインに準拠し、化学的に合成された

肥料及び農薬の使用を避けることを基本と

し、やむを得ない場合に限り附属書に記載

された肥料、農薬であれば使用可能として

います。 

 これら附属書の資材は、有機の原則と一

致していること、必要不可欠であること等

のコーデックスガイドラインに示された資

材の追加要件を満たすことを確認しており

、更に厳しい制限は不要と考えています。 

カスガマイシン等抗生物質製剤を

有機農産物生産の農薬に追加するこ

とは、耐性菌の出現を招く懸念があ

ることから避けるべきではないか。 

１  有機農産物のＪＡＳは、農薬の使用を避

け、耕種的防除、物理的防除、生物的防除

又はこれらを適切に組み合わせた方法のみ

により有害動植物の防除を行うことを原則

としており、附属書の農薬は、「農産物に

重大な損害が生ずる危険が窮迫している場

合であって，耕種的防除，物理的防除，生



物的防除又はこれらを適切に組み合わせた

方法のみによってはほ場における有害動植

物を効果的に防除することができない場合

」に限り認められていることから、カスガ

マイシン等が耐性菌出現に繋がるような頻

度で使用されることは想定されないと考え

ています。 

炭酸水素カリウムは、ナトリウム

による害がなく、日本の有機農業を

より望ましくする効果があると考え

ることから、農薬として追加すべき

。 

１  ご指摘の炭酸水素カリウムについては、

既に「炭酸水素カリウム水和剤」として附

属書Ｂに掲載されています。 

  

規格全般 

有機農産物の生産行程管理者が切

り干し大根、乾燥シイタケ、茶等の

加工を行う場合、有機農産物の認証

に加え有機加工食品認証を取得する

必要があるが、費用、事務処理の面

で両方の認証を取得することができ

ず、事実上有機加工食品の市場から

ロックアウトされている。 

また、米の乾燥、籾摺り等は茶の

加工と同じ工程を踏むが、有機農産

物の認証のみで販売が可能である。 

これらのことから、添加物を使用

しない加工は全て農産物の認証を取

得していれば行えるようにすべき。 

１ 添加物を使用していない場合も、原材料

に実質的な変更を加え、又は新しい属性を

付加する場合は、有機加工食品の認証の技

術的基準に従い生産行程を管理することが

必要です。 

ご指摘の食品は、農産物に実質的な変更

を加え、又は新しい属性を付加し、加工食

品としていますので、有機加工食品の認証

が必要です。 

水わさびが有機農産物のＪＡＳの

対象となるよう今後も継続して検討

してほしい。 

２ 水わさびについては、各国の基準を踏ま

え、水わさび以外の水の力を利用した他の

栽培方法との関係等についても整理した上

で、国際整合性について十分な説明が行え

るよう、検討を続けてまいります。 

組換えＤＮＡ技術だけでなく、ゲ

ノム編集も禁止すべき。 

２ ゲノム編集については、日本農林規格調

査会において、有機農産物等のＪＡＳでは

種子等に使用できないよう規定する方向性

とされた上で、登録認証機関による具体的

な確認方法等の検討が必要であることから

、今後のゲノム編集技術を用いたものの生

産・流通状況、食品関係法令及び他国にお



 

ける取扱いを踏まえ、引き続き検討するこ

ととなりました。 

これらの状況が整理でき次第、改めて日

本農林規格調査会にお諮りしたいと考えて

います。 

改正案では、「、」を「，」とし

ているが、日本語の文章における「

，」の使用は適切ではない。 

１ ＪＡＳの国際規格との連動性向上等のた

め、他のＪＡＳと同様に、ＩＳＯの様式作

成の手引きを考慮して作成されたＪＩＳ Ｚ

 8301に従い様式を改正しており、本ＪＩＳ

の規定に従い「，」を使用しています。 

実質改正部分は（新設）と書いて

ある部分のみか。 

他の法律等の改正では実質改正と

思われる部分を太線にしているもの

もある。 

１ 実質改正部分は（新設）とした部分に限

りません。 

今後わかりやすい情報提供に努めたいと

思います。 


